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貸 借 対 照 表 
（平成25年3月31日現在） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

デ リ バ テ ィ ブ 取 引

約 定 見 返 勘 定

信 用 取 引 負 債

信 用 取 引 借 入 金

信用取引貸証券受入金

有 価 証 券 担 保 借 入 金

有価証券貸借取引受入金

預 り 金

受 入 保 証 金

短 期 借 入 金

関 係 会 社 短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 負 債

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

ポ イ ン ト 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

負 の の れ ん

資 産 除 去 債 務

長 期 預 り 保 証 金

特 別 法 上 の 準 備 金 

金融商品取引責任準備金

381,384

14,145

14,145

209

39,744

14,847

24,897

30,553

30,553

111,669

85,320

86,000

10,000

1,958

126

104

4

171

1,376

173

13

2

116

19

20

927

927

負 債 合 計 382,485

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金

40,863

7,425

26,848

26,848

0

6,589

6,589

6,589

797

797

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

預 託 金 

金 銭 の 信 託 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 

商 品 有 価 証 券 等 

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 

有 価 証 券 

信 用 取 引 資 産 

信 用 取 引 貸 付 金 

信 用 取 引 借 証 券 担 保 金 

募 集 等 払 込 金 

短 期 差 入 保 証 金 

未 収 収 益 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

器 具 備 品 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 差 入 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

418,931

33,296

151,559

46,062

16,514

2,355

14,158

4,098

149,487

145,276

4,210

1,936

11,298

2,914

43

1,741

△21

5,214

296

113

183

3,424

24

3,182

216

0

1,492

985

209

289

310

△301

 

 

純 資 産 合 計 41,660

資 産 合 計 424,146 負 債 ・ 純 資 産 合 計 424,146

－  － 
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損 益 計 算 書 
（自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益 

受 入 手 数 料 

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 

金 融 収 益 

そ の 他 の 営 業 収 益 

12,719

3,122

6,896

156

22,894

金 融 費 用 2,215

純 営 業 収 益 20,678

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,801

営 業 利 益 4,877

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

132

24

経 常 利 益 4,984

特 別 利 益 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 戻 入 

5,042

209

5,252

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 

統 合 関 連 費 用 

事 務 委 託 契 約 解 約 損 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損 

28

111

14

3

1

159

税 引 前 当 期 純 利 益 10,077

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

1,975

538 2,513

当 期 純 利 益 7,563

－  － 
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株主資本等変動計算書 
（自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日） 

（単位：百万円） 

株主資本 
評価・換

算差額等 

利益 

剰余金 
資本剰余金 

その他利

益剰余金

 

資本金

資本 

準備金 

その他資

本剰余金
計 

繰越利益

剰余金 

株主資

本合計

その他有

価証券評

価差額金 

純 資 産

合 計

当 期 首 残 高 7,425 23,199 2,076 25,275 1,552 34,252 311 34,563

当 期 変 動 額    

剰余金の配当 － － △2,075 △2,075 △1,245 △3,321 － △3,321

当 期 純 利 益 － － － － 7,563 7,563 － 7,563

合併による増加 － 3,649 － 3,649 △1,281 2,367 － 2,367

株主資本以外の

項目の当期変動

額(純額) 

－ － － － － － 486 486

当期変動額合計 － 3,649 △2,075 1,573 5,036 6,610 486 7,096

当 期 末 残 高 7,425 26,848 0 26,848 6,589 40,863 797 41,660

 

－  － 
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個 別 注 記 表 

 
当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成18年法務省令第13号）の規

定のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）および「有価証券関連業経理の統一

に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

 

〔重要な会計方針に係る事項〕 

1.資産の評価基準および評価方法 

(1)トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準および評価方法 

時価法によっております。 

(2)トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準および評価方法 

①満期保有目的債券 

 償却原価法（利息法）によっております。 

②その他有価証券 

(ⅰ)時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）によっております。 

なお、特定金外信託に含まれる有価証券も同一の評価基準及び評価方法によっております。 

(ⅱ)時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される報告日に応じて入手可能な

近の決算書を基礎として、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

(3)デリバティブ 

時価法によっております。 

2.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定額法によっております。主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 2年～15年 

器具備品 2年～ 6年 

(2)無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

顧客基盤については、2年間にわたり均等償却しております。 

(3)投資その他の資産 

長期前払費用については均等償却によっております。 

3.引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。 

(3)役員賞与引当金 

役員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。 

(4)ポイント引当金 

将来の「ポイントサービス」の利用による支出に備えるため、利用実績率に基づき、当事業年度末以降に利用さ

れると見込まれるポイントに対する所要額を計上しております。 

4.特別法上の準備金の計上基準 

 特別法上の準備金は、金融商品取引責任準備金であり、証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46

条の５第１項および「金融商品取引業等に関する内閣府令」第175条の規定に定めるところにより算出した額を計

上しております。 

5.消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

－  － 
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〔会計方針の変更に関する注記〕 

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

従来、当社は、有形固定資産の減価償却方法について定率法を採用しておりましたが、当事業年度より定額法に変

更しております。 

この変更は、当社の有形固定資産の使用実態を調査した結果、今後は耐用年数に亘り安定的な利用と維持管理、収

益貢献効果が見込まれることから、より合理的な方法によって費用配分を行うため、及び、当事業年度より親会社で

あるマネックスグループ株式会社が有形固定資産の減価償却方法を定額法に変更したことに鑑み、親会社と会計方針

を統一するために行うものであります。 

これにより、従来の減価償却方法と比べ、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ35百

万円増加しております。 

 

〔貸借対照表に関する注記〕 

1.有形固定資産の減価償却累計額 348百万円 

 

2.担保に供している資産 

証券金融会社との貸借取引の担保として差し入れた有価証券 99百万円 

金融商品取引清算機関との清算取引の担保として差し入れた 

有価証券 1,999百万円 

外国為替取引の担保として差し入れた有価証券         1,999百万円 

 

3.差し入れた有価証券（2.に属するものを除く）の時価額は次のとおりであります。 

信用取引貸証券 29,431百万円 

信用取引借入金の本担保証券 14,699百万円 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 29,549百万円 

顧客より委託保証金の代用として受け入れた有価証券のうち 

証券金融会社との貸借取引の担保に供しているもの 11,683百万円 

その他担保等として差し入れた有価証券 449百万円 

 

4.差し入れを受けた有価証券の時価額は次のとおりであります。 

信用取引貸付金の本担保証券 144,611百万円 

信用取引借証券 4,185百万円 

消費貸借契約により借り入れた有価証券 110,834百万円 

受入保証金代用有価証券 264,552百万円 

その他担保等として受け入れた有価証券             19百万円 

 

5.関係会社に対する金銭債務 

短期金銭債務 281百万円 

                       

6.取締役に対する金銭債務 

  短期金銭債務                          0百万円 

 

7.関係会社に対し金銭消費貸借契約を締結しております。これに基づく貸付未実行額は次のとおりであります。 

金銭消費貸借の総額 5,000百万円

貸付実行残高 - 百万円

差引額 5,000百万円

 

8.借入コミットメント契約を締結しております。この契約に基づく借入実行額は次のとおりであります。 

借入コミットメント契約の総額 9,000百万円

借入実行残高 - 百万円

差引額 9,000百万円

 

9.運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越契約等を締結しております。これらに基づく借入未実行額は、次の

とおりであります。 

当座貸越契約等の総額 154,100百万円

借入実行残高 56,000百万円

差引額 98,100百万円

－  － 
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〔損益計算書に関する注記〕 

1.関係会社との取引高 

営業収益  0百万円 

営業費用                                                   2,526百万円 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

1.発行済株式数の種類及び総数に関する事項                                                      (単位:株) 

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 226,400 － － 226,400

 

2.配当に関する事項 

配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成24年6月18日 

定時株主総会 
普通株式 3,321百万円 14,669円 平成24年3月31日 平成24年6月19日 

 

 

〔税効果会計に関する注記〕 

1.繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動） (百万円)

ポイント引当金 65

貸倒引当金 8

未払事業税 172

賞与引当金 39

その他 23

 小計 309

繰延税金負債（流動） 

その他有価証券評価差額金 435

 

繰延税金負債（流動）の純額 126

 

繰延税金資産（固定） 

金融商品取引責任準備金 330

貸倒引当金 94

資産調整勘定 70

減価償却超過額 38

事務委託契約解約損 58

繰延資産 26

その他 30

 小計 649

評価性引当額 △330

 計 319

 

繰延税金負債（固定） 

 投資有価証券 29

  

繰延税金資産（固定）の純額 289

 

－  － 
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2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 38.0%

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1%

評価性引当額 

ソニーバンク証券株式会社との合併による影響額

△3.1%

△9.9%

税率変更に伴う影響額 0.1%

その他 △0.3%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.9%

 

 

 

〔金融商品に関する注記〕 

1.金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社は、事業計画に照らして必要な資金（主に親会社及び金融機関からの借入）の調達やリスクヘッジを行っ

ております。 

一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しており、金融商品取引業者の顧客預り金や受入保証金は、

金融商品取引法に基づき顧客分別金信託等を設定しております。 

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である信用取引資産及び差入保証金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての営

業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、外貨建ての営業債務をネットしたポジションについて先物為

替予約を利用してヘッジしております。有価証券及び投資有価証券等は、主に満期保有目的の債券及び金融取引

業を行う上で必要な純投資であり、市場価格の変動リスクに晒されております。顧客分別金信託および顧客区分

管理信託の運用につきましてはその他有価証券として保有しており、原則、償還まで保有しその間の利金収入を

目的としております。運用商品は現状、国債、銀行預金、コールとなっております。国債については金利変動に

よる市場リスクに晒されており、銀行預金については信用リスクに晒されております。 

 

営業債務である信用取引負債及び受入保証金は、そのほとんどが1年以内の支払期日であります。 

借入金は、主に信用取引の提供に必要な資金の調達を目的としたものであります。 

デリバティブ取引については、外国為替証拠金取引や外貨建有価証券の為替変動リスクを回避する目的で為替

予約取引を行っております。 

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

当社は、経営に影響を与えるリスクを許容できる一定の範囲内にとどめるために、リスクを適切に識別、分析、

評価したうえで、①市場関連リスク、②信用リスク、③流動性リスクなど各々のリスクに応じた適切な管理体制

を整備しております。また、金融商品取引法に基づき自己資本規制比率を計算しており、適切に管理しておりま

す。 

当社において主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける資産は「預託金及び金銭の信託」であります

が、リスク管理上、定量的分析結果を取締役会に報告しております。なお、平成25年3月末において、国債を額

面で995億円保有しており、当期末の残存期間の金利変動に対する価額変動額として、1bp変動の感応度は33百万

円であります。 

 

 

 

 

 

 

－  － 
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2.金融商品の時価等に関する事項 

平成25年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

（1）現金・預金 33,296 33,296 -

（2）預託金及び金銭の信託 197,621 197,621 -

（3）有価証券及び投資有価証券等 21,232 21,232 0

①商品有価証券等 2,355 2,355 -

②デリバティブ取引 14,158 14,158 -

③満期保有目的の債券 4,098 4,099 0

④その他有価証券 619 619 -

（4）信用取引資産 149,487 149,487 -

（5）短期差入保証金及び短期貸付金 11,342 11,342 -

資産計 412,980 412,980 0

（1）信用取引負債 39,744 39,744 -

（2）有価証券担保借入金 30,553 30,553 -

（3）預り金 111,669 111,669 -

（4）受入保証金及び短期借入金 171,320 171,320 -

（5）関係会社短期借入金 10,000 10,000 -

（6）デリバティブ取引 14,145 14,145 -

負債計 377,433 377,433 -

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 

資 産 
（1）現金・預金 （5）短期差入保証金及び短期貸付金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 
（2）預託金及び金銭の信託 

これらは主に信託財産で時価評価されており、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。 
（3）有価証券及び投資有価証券等 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券はクレジット・スプレッド等を用いて合理的

に算定した価格によっており、デリバティブ取引は取引先金融機関等から提示された価格等によっております。 
（4）信用取引資産 

契約期間の定めのある信用取引資産であっても契約期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。また、契約期間の定めの無い信用取引資産については、時価評価時にお

いて反対売買された場合の支払額（帳簿価額）をもって時価とすることから、当該帳簿価額によっております。 

 

負 債 
（1）信用取引負債 

契約期間の定めのある信用取引負債であっても契約期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。 

－  － 
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（2）有価証券担保借入金 （3）預り金 （4）受入保証金及び短期借入金 （5）関係会社短期借入金 
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 
（6）デリバティブ取引 

取引先金融機関等から提示された価格等によっております。 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式（※）1 118 

投資事業組合（※）2 247 

（※）1．非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、 

「（3）有価証券及び投資有価証券等」には含めておりません。 

   2．投資事業組合については、投資有価証券のうち、その組合財産が非上場株式等時価を把握すること

が極めて困難と認められるものなどで構成されているものであり、「（3）有価証券及び投資有価証券

等」には含めておりません。 

 

３．金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 
表に記載されている金銭債権及び満期保有目的の債券については、すべてが1年以内の償還予定となっております。

また、その他の満期がある有価証券の今後の償還予定額は以下のとおりです。 

 
1年以内 

（百万円） 

1年超5年以内 

（百万円） 

5年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

国債・地方債 35,000 40,500 20,000 4,000

 

－  － 
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〔関連当事者との取引〕 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

属性 会社等の名称 議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

資 金 の 借 入

（注1） 

14,000

資金の返済 4,000

 

 

 

関係会社短期

借入金 

10,000

親会社 マネックス

グループ 

株式会社 

被所有 

直接100％ 

資金の借入 

役務の受入

れ 

役員の兼任 

役務の受入れ 

（注2） 

2,527 その他（未払

費用） 

279

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注1)資金の借入については、貸付金利及び借入利率は市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は差し

入れておりません。 

(注2)取引金額には消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 兄弟会社等 

（単位：百万円） 

属性 会社等の名称 議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

兄弟会

社 

株式会社マ

ネックスＦ

Ｘ 

― 為替証拠金

取引 

 

為替証拠金

取引 

 

― 短期差入保証

金 

デリバティブ

取引（資産） 

デリバティブ

取引（負債） 

10,696

6,590

7,543

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)為替証拠金取引については、反復的に取引を行っているため、取引金額は記載しておりません。なお、取引条

件については一般の取引条件と同様に決定しております。 

 

〔1株当たり情報に関する注記〕 

1.1株当たり純資産額 184,014円24銭 

2.1株当たり当期純利益金額 33,408円59銭 
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